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研究成果の概要（和文）：本研究は、福祉ＮＰＯの活動実態をもとに、制度の「隙間」を作らない生活支援の方法を検
討した。「隙間」への対応を可能にしているＮＰＯの活動をみると、他の団体とのネットワークに取り組んでいること
が明らかになった。このことから、いかなる組織に所属している専門職であっても、地域という器を作る作業に参加し
、そこで作られた「場」を起点にして、所属する組織の仕事を再構成することが必要であるという結論に至った。

研究成果の概要（英文）：We reseached into NPO and thought about the position of social worker in life supp
ort systems.Most of the NPO that is doing good practice is doing to creat the network with another NPO.So 
We think that all social workers must creat the network in the community. We call it 'Ba'.'Ba'will move th
e menber of support system. And all social workers must work in the community.

研究分野：

科研費の分科・細目：

社会科学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
こんにち、社会福祉は新たな生活課題への

対応を迫られ、対象領域の拡大を余儀なくさ

れている。それは例えば、「社会的孤立」、過

疎化に伴う生活基盤の脆弱化、などへの対応

である。「社会的孤立」状態にある人々への

支援に関する先行研究からは、経済的問題に

ととまらず、健康、住宅、さらには人間関係・

社会関係の形成への支援が必要であること

が指摘されている。また、過疎地域に関する

先行研究では、生活基盤が脆弱化する地域に

おいて、国によって制度化された福祉サービ

スの提供体制の整備に取り組むだけでは住

民の地域生活は成立しえず、生活インフラや

雇用の確保、ソーシャルキャピタルの醸成な

どに対して、一体的に取り組む必要があるこ

とが指摘されている。これらに関する研究か

ら明らかになってきたことは、地域生活の実

現のための支援というものは、単一のサービ

スの提供だけで成立するものではなく、多様

な支援を総合的に提供することが重要にな

るということである。 

 社会福祉の範囲を生活支援として捉え直

し、その範囲を検討したものとして、古川孝

順による「社会福祉のＬ字型構造」をあげる

ことができる（古川 2007）。古川は、Ｌ字の

縦棒の部分に現された社会福祉の独自の領

域に加えて、横棒が示す人権擁護制度をはじ

めとする一般生活支援施策と接する領域を、

生活支援のための社会福祉の新たな領域と

して示した。また、これと類似する考え方で、

日本学術会議社会学委員会社会福祉分科会

は、2008 年に「提言近未来の社会福祉教育の

あり方について」をまとめている。これには、

権利擁護対応、退院・退所対応、虐待対応、

就労支援という枠組みでソーシャルワーカ

ーの職域が示されている。しかし、ここで示

されている領域は、これまでの研究から明ら

かになった地域生活支援の課題に対応し得

るものはない。 

地域生活支援の課題に対応する方法に関

する研究には、これらとは別にコミュニティ

ソーシャルワーク研究の蓄積がある。しかし、

コミュニティソーシャルワーク研究は、チー

ムアプローチやネットワーク、マネジメント

といった方法論に関心が寄せられる傾向が

ある。コミュニティソーシャルワークの機能

は一人のワーカーで担うのは困難であり、シ

ステムとして対応すべきであることが指摘

されながら（大橋 2005 など）、地域という空

間のどこで、だれが役割を担うことが有効で

あるかというシステム論についての検討が

進められていない。 

そこで、本研究は、「社会的孤立」や過疎

地域の生活支援といった個々の分野で行わ

れてきた研究の成果を地域生活という枠組

みで捉え直し、その支援課題の共通性と対象

による固有性を整理することを通して、地域

生活支援のための専門職の活動領域を新た

に設定することを試みる。 

【参考文献】 古川孝順編著（2007）『生活

支援の社会福祉学』有斐閣 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、居住権を保障し得る生活

支援のあり方を検討し、それを可能にするた

めの専門職の適切な配置方法を検討するこ

とを目的としている。先行研究の中で、居住

権の保障は、単に住宅の提供のみで実現しう

るものではなく、制度外の様々な支援が必要

であることが明らかにされている。しかし、

現状の専門職の配置は分野ごとの法制度に

基づいて行われており、居住のために対象者

が必要とする支援を十分に提供できていな

いのが実態である。 

本研究は、以上のような認識の下に、居住

権を保障しうる新たな専門職の活動領域を

構想しようとするものである。 
 
３．研究の方法 
前述したように、現行の制度が地域生活支



援を必要とする人々のニーズに対応しきれ

ていないことを指摘したが、すでに各地では

制度外のサービスや支援手段の創出のため

の実践が展開されている。こうした実践は、

ＮＰＯ団体や独立型社会福祉士事務所など、

制度上社会福祉士の配置が義務づけられて

いる機関・施設とは異なる主体によって担わ

れている。 

本研究ではこのような実践に着目し、ヒア

リング調査によって各地の実践事例を収集

する。そして、そこで行われている支援の意

味を分析し、地域生活支援の概念を構築する。

さらに、独自のサービス・支援手段が創出さ

れている「場」に着目して、そのプロセスを

分析することを通して、生活支援ニーズと支

援手段とをマッチングさせるための「場」の

要件や方法を検討する。 

（１）アンケート調査 

 「ＮＰＯによる福祉活動の実態に関するア

ンケート」 

 対象 東京都内で福祉活動を行っている

特定非営利活動法人 

（２）ヒアリング調査  

１）「不定住的貧困」状態にある人々への支

援の実態調査 

 ①ほっとポット                

②ささしま共生会・笹島サポートセンター        

③北九州ホームレス支援機構          

④プロミスキーパーズ             

２） 地域生活への定着（移行）支援の実態調  

 査 

①じりつ                   

②支えてねットワーク            

③カラカサン                

３）地域生活の継続のための支援の実態調査 

①すむづれの会                

 ②岡山高齢者・障害者支援ネットワーク    

 
４．研究成果 
（１）ＮＰＯによる制度外サービスの提供の
実態 

 資金的な裏付けのない独自サービスの有

無について尋ねたところ、「している」が 205

団体（66.1％）、「していない」が 99 団体

（31.9％）という結果であった。 

 

制度などの資金の裏付けのない独自事業

の事業内容について尋ねたところ、「交流の

場の提供（食事会や行事も含む）」が 114 団

体（57.9％）と最も多く、次いで「情報発信・

啓蒙活動」が 94 団体（47.4％）、「家族に関

する相談」が 77 団体（39.1％）、「行政手続

き・制度に関する相談・付き添い」が 71 団

体（36.0％）、「その他の健康に関する相談・

支援」が 68 団体（34.5％）という結果であ

った。また｢独自事業を行っていない｣団体は

99 団体（31.9％）であった。 

 「交流の場の提供」が半数以上の団体が実

施していることを考えると、｢場の提供｣が独

自事業の一つの傾向であると考えられる。ま

た｢情報発信・啓蒙活動｣といった情報に関す

るサービス、「家族に関する相談」といった

家族支援系のサービスは、従来の福祉サービ

スの中では伝統的な取り組みであると考え

られるが、「行政手続き・制度に関する相談・

付き添い」のサービスが比較的上位にきてい

ることは、支援対象の課題やその支援方法を

考える上で示唆的であるといえよう。 

 
（２）制度外サービスへのＮＰＯの考え方 

活動の運営方針について尋ねたところ、

「福祉制度に基づくサービスの提供を主と

する」が 97団体（29.5％）と最も多く、次 

【表】制度など資金的裏付けのない独自 

サービスの有無              

             N=310 

回答 実数 割合(％) 

している 205 66.1 

してない 99 31.9 

無回答 6 1.9 

合計 310 100.0 



 

 

いで「福祉制度に基づくサービスの提供を主

としながら、独自サービスを提供する」が 88

団体（28.4％）、「独自サービスのみを提供す

る」が、69団体（22.3％）という結果であっ

た。 

 「制度下のサービス」、「制度下（主）＋独

自サービス（従）」、「独自サービス」の 3 つ

の傾向にほぼスプリットする結果となって

いる。一方で「独自サービスの提供を主とし

ながら、福祉制度に基づくサービスを提供す

る」といった「独自（主）＋制度下（従）サ

ービス」の形態の運営指針を掲げる団体は、

他の 3つと比して若干少ない傾向がみられた。 

 

（３）ＮＰＯによる制度外の支援の特徴 

ヒアリングを実施した団体が実施してい

る制度外の支援の方法の特徴を分析すると、

拠点型とネットワーク型に分けることがで

きる。 

①拠点型 

拠点型とは、個人、制度、地域資源から、

いかなる時間であっても、当該団体の支援が

存在するということが確認できるような拠

点をもって、プログラムを展開しているタイ

プである。拠点には、建物や部屋というハー

ド面はもとより、そこに所属するスタッフが

存在している。これに該当するのが、団体Ａ

と団体Ｂである。 

 拠点型は、だれからみてもサービスを提供

しているという事実がわかりやすいので、自

覚されたニーズをもつ当事者や、例えば、病

院から退院する患者の退院を支援している

専門職などがアクセスしやすいという利点

をもっている。拠点型では、これを活かして、

フリースペース、ミーティングなど、ニーズ

をもつ人々にとって居場所となりうるよう

なプログラムを提供している。このことによ

って、「ちょっとした支え」が必要な状態に

ある人々が自らで支援にアクセスする機会

を作っている。 

 拠点型では、ニーズを抱える当事者の自宅

に訪問する活動が行われている。この活動は

訪問の対象となった当事者や家族に対して

一定の効果をもたらしている。しかし、これ

らの活動の対象となる当事者との接点がど

のように作られたかをみると、同居している

家族からの相談によるものである。この方法

には、家族がニーズを表明しない場合には、

発見できないという限界がある。 

②ネットワーク型 

ネットワーク型の場合には、ネットの構成

員である一人ひとりは何らかの拠点を持っ

ているが、ここで焦点を当てている支援活動

においては、その拠点に影響を受けない離れ

たところで行われている。したがって、ネッ

トワーク型の支援は、どこで活動が行われて

いるかが見えにくく、支援活動が行われてい

る時間・空間においてのみ、その存在を確認

することが可能である。これに該当するのが、

団体Ｃと団体Ｄである。 

ネットワーク型では、構成員は固定されて

【表】活動の運営方針                                   

                 N=310 

回答 

実

数 

割合

(％) 

福祉制度に基づくサービスの

提供を主とする 
97 31.3 

福祉制度に基づくサービスの

提供を主としながら、独自サー

ビスを提供する 

88 28.4 

独自サービスの提供を主とし

ながら、福祉制度に基づくサー

ビスを提供する 

39 12.6 

独自サービスの提供のみを提

供する 
69 22.3 

その他 11 3.5 

未回答 6 1.9 

合計 310 100.0 



おらず、役割分担も明確に決められていない。

状況に応じて、広がり、動いていく特徴をも

っている。ネットの構成員には福祉専門職も

含まれているが、そこでの福祉専門職の固有

の役割があるわけではない。福祉専門職も他

の構成員と対等な関係にある。そうしたネッ

トの構成員によって、当事者への見守りが継

続して行われており、構成員のだれかが「気

になる」事実を発見した時には、即座にそれ

に対する訪問活動やカンファレンスなどの

活動が開始されている。 

このようなネットワーク型の場合には、構

成員以外が発見したニーズには対応できて

おらず、当事者の主観的なニーズへの対応に

は限界がある。また、潜在的なニーズの発見

においていかに効果をあげるかは、既存の構

成員からの外部につながろうとするエネル

ギーの大きさに左右される面をもっている。 

 
（４）専門職配置の課題 

 ヒアリング調査の結果からは、「当事者同

士が仲間になる」「口コミ」「気がついた人が

声をあげる」といったキーワードを抽出する

ことができ、関係形成的ニーズへの対応の方

法は、支援プロセスとしてではなく、状況に

よって形を変容させるネットワークとして

検討する方が有効であると仮説を立てるこ

とができる。つまり、客観的ニーズへの対応

の場合には、相談受理、調査、判定といった

一定のプロセスを想定することができる。そ

れに対して関係形成的ニーズの発見の場合

には、そうしたプロセスを想定することが困

難である。したがって、発見から支援への経

路は、単一のものでは機能しない。極端なこ

とをいえば当事者の数だけ必要となる。その

ように考えると、経路というよりは、どこか

らでも入ることのできるネットを用意する

ことの方が有効といえよう。 

このことから、地域生活支援を展開するに

は、専門職が所属する組織の仕事をするとい

う発想から、地域という器の中で働くという

発想に転換する必要がある。しかし、それは、

個々の施設・機関に所属することと矛盾する

ことではない。いかなる組織に所属する専門

職であっても、専門職は地域という器を作っ

ていく「場」に参加することが必要だという

ことである。そして、その「場」を基点にし

て組織・機関での仕事を再構成することによ

って、地域生活支援が実現し得ると考えられ

る。 
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